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90年代 にお け る大手 ソ フ トウ ェ ア企業の外部出身取締役の 機能

　安田賢憲

創価 大学大 学 院

1　 は じめ に 一 　 間題意識 と分 析視 角

　 90 年代 、 日本の 受注開発型 ソ フ トウ ェ

ア 産 業 （以 下 ソ フ トウ ェ ア 産 業 と呼 称
｛］｝

）

は 様 々 な 環 境 要 因 の 変化 か ら 市場 の 量 的

縮 小 と拡 大 の 両方 を経 験 し た
｛’）

。

　 91 年の バ ブ ル 崩壊 に よ っ て 景況 が急激

に悪化 し 、
ユ

ー ザ ー 企 業 の 多 くが 予定 し

て い た 情 報 投 資 を中 止 な い し は 手控 え る

中、

「lnformation　 Technology （以 下 IT）」

の 進 展 に よ っ て 技術 動 向に 変化 が 生 じ 、

ハ
ー

ドウ ェ ア の コ モ デ ィ テ ィ 化 、 ダ ウ ン

サ イ ジ ン グ が進 み 、 外資 系の パ ッ ケ ー ジ

・ソ フ トウ ェ ア が 急速 に 普及 し た
C3）

。 当

時 、 日本 の ソ フ トウ ェ ア 産 業 は ク ロ
ー ズ

ド・シ ス テ ム の 下 、 多 くの 企業は メ イ ン フ

レ ー ム を想 定 した ソ フ トウ ェ ア 開 発 を行

っ て お り 、 フ ァ ク トリ ー 方式 で 生 産 し 、

そ の 生 産 管 理 、 品 質 管 理 の 優 位性 が 指 摘

され る 中
｛‘）

、 UNIX や PC とい っ たハ ー
ド

ウ ェ ア を ベ ー ス と し た ソ フ トウ ェ ア 開 発

に 関す る 技術 蓄積や経験 が なか っ たた め 、

急 速 に 業 績 を悪 化 さ せ た
C’）

。 日本情 報サ

ー ビ ス 産 業（以 下 JISA ）の 調査 で も技 術 蓄

積 の 薄 さが 指 摘 され て い る
（f’｝

。 また 80 年

代 の 急激 な 市場 に お け る 量 的拡 大 は 製品

の 品 質 や ソ フ トウ ェ ア 開 発 者の 生 産性 向

上二の 機 会 を阻 害 した と も指 摘 され て い る
の

。 そ の た め 、 90 年 代前 半 は 業界 と して

初 め て 市場 の 量 的縮小期 に 陥 り 、 そ の 結

果 、 当 該 産 業 の 企 業数 お よ び 従 業 員 数 は

とも に 減少 し 、 企 業淘汰 が 進 んだ 。

　 90 年 代後半 に な る と 、 オ ー プ ン シ ス テ

ム な ネ ヅ トワ
ー ク ・イ ン フ ラ ス トラ クチ

ャ
ー と し て イ ン タ ー ネ ッ トが 社 会 の あ ら

ゆ る 層 に 急速 に 浸 透 し 、 地球規模 の 電 子

商取引 とい っ た新市場や WWW 技 術 を利

用 した イ ン トラ ネ ヅ トや エ ク ス トラ ネ ヅ

トとい っ た新 し い 企 業 内 、 企 業間 情報 シ

ス テ ム 市場 が創 出 され た 。 ま た 映 像 、 音

声 、 文 字 と い っ た 従 来 で あ れ ば ま っ た く

異 な っ た コ ン テ ン ヅ を同
一

の コ ン テ ン ツ

と して 扱 うマ ル チ メ デ ィ ア 市場 も誕 生 し

た 。 加 えて 、 2000 年 問 題 な ど も あ り、 企

業の 情報投 資意欲は 徐 々 に 回 復 し 、 産 業

自体の 脆 弱 性 を指 摘 さ れ つ つ も
｛S ）

、 ソ フ

トウ ェ ア 市場 は 再 び 拡 大期 に 入 っ た。

　 と りわ け 90 年代後半に お い て 、 ソ フ ト

ウ ェ ア 産 業 で は 単な る ソ フ トウ ェ ア や 情

報 シ ス テ ム の 開発設計 な ら び に 構 築だ け

で な く、
コ ン サ ル テ ィ ン グ も含 め た ト

ー

タ ル な開発 、設 計 お よび 構築 が 求 め られ、

様 々 な 顧客 ニ
ー ズ に 対応 す る た め 、 大 手

ソ フ トウ ェ ア 企 業 は 質 の 高 い コ ン サ ル テ

ー シ ョ ン 能 力 と多用 な専門 能 力お よ び 技

術 力が 必 要 とさ れ た 。 米 国で は そ の よ う

な ユ
ー

ザ
ー

企 業の ニ
ー ズ に 対応 す るた め

に 、 大 手 ソ フ トウ ェ ア 企 業で は 規模 の 経

済 お よび 範 囲 の 経 済 を活 か した 製品 お よ

び サ ー ビ ス の フ ル ラ イ ン 政 策 を追 求 して

お り 、 組 織 の 大 規模 化 が 図 ら れ て い る 。
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具 体的 に 、 米 国 最大 手 シ ス テ ム イ ン テ グ

レ ー ター で あ る CSC （Computer　 Science

Corporation）社 の 従 業 員 数 は 91 年 に

22
，
900 人 で あ っ た が 、 2000 年 に 60，000 人

を 超 え る 規 模 に 拡 大 して い る 。 他 方 、 日

本 の ソ フ トウ ェ ア 産 業で は 資本系 列 を超

え た 社 会 的 分 業に よ っ て ソ フ トウ ェ ア 生

産 を行 っ て お り、 そ の 中で 大 手 ソ フ トウ

ェ ア は 上 流 r 程 に 特 化 して い る 。 そ の た

め 、 目 本 の 大 手 ソ フ トウ ェ ア 企 業 の 従 業

員数 は NTr デ ー タ が 10
，
000 人 前後で 突

出 し て い る も の の 、 そ の 他 は 概 ね 3
，000

人 前 後で あ り 、 米 国 の よ う な 著 しい 大 規

模 化 傾向 は 見受 け られ な い
〔’〕

。

　 こ の よ うな 中 、 興 味深 い 事実 は 大 手 ソ

フ トウ ェ ア 企 業の 厂外部 出身取 締役 の 積

極 的 な 登 用 」 とい う現 象 で あ る 。 大 手 ソ

フ トウ ェ ア 企 業 で あ る 上場企 業 16 社 をみ

る と、 ハ
ー

ドウ ェ ア メー カ ー
、 お よ び 取

引 先 企 業 、 銀 行 、 親 会 社 な ど様 々 な 出 身

者 を取 締役 と して 登 用 な い し受 け 入 れ て

い る 。 こ の よ うな 人的 ネ ッ トワ ー ク を活

用 した 新技術 の 獲得お よ び 受注 確保 の 実

態 を 正確に 把握 す る こ とは 困難で あ る が
、

公 表 さ れ て い る 資本 お よ び 融資関係 、 人

的 関係 、 職 責 な ど を検 討 す る 限 り、 外 部

出身取 締役 の 機能 に は い くつ か の 特徴 が

見 ら れ る 。 ま た 出 身 企 業 との 取 引 関 係 に

継続性 が 見 ら れ る 。 本稿で は こ の 点 に つ

い て 考 察 す る 。 こ の よ うな 登 用 な らび に

受 け入 れ に は様 々 な理 由が 考え られ るが 、

要約 すれ ば 、 第
一

は継 続的 受注の 獲得お

よ び顧 客 ニ ー ズ に 対応 す る新技術 獲得 、

第 二 は 親 会 社に よ る統 ．的 指揮 の 確 保 、

第三 は 経営再建 、 に 集約 さ れ る 。

　
…

般 に 、 ソ フ トウ ェ ア 企 業 は 、   ハ ー

ドウ ェ ア ・メ ー カ ー が 設 立 した メ ー カ ー

系 企 業 、   商社や 銀行 と い っ た 大 手ユ ー

ザ ー が 設立 し たユ ー ザ ー 系企 業、   資 本

関 係 に 依 存 し な い 独 立 系 企 業 、 に 区 分 さ

れ る 。 但 し 、 メ ー カ ー
系 、

ユ ー ザ ー
系 企

業 に お け る経 営 の 相 対 的 自立 性 は所 有 関

係の 程 度に 依 存 し 、 当該 企 業の 経営 に 関

す る 意 思 決定 、 お よ び 役 員 の 選 任 権 は 親

会社お よび グル
ー プ 企 業に よ る 株式所 有

の 度合 い に よ っ て 大 き く異 な る 。 そ れ ゆ

え、 親 会 社 な い し グ ル ー プ 企 業 の 株 式 所

有が 50 ％超 の 企 業 を 「内部子会 社」群 、 20

％〜 50 ％所 有の 企 業を 「関連 企 業 」 群 と

呼 称 し 、 類 型 別 に 外 部 出 身取 締役 の 機能

が どの よ う に 異 な る の か に つ い て 考 察す

る 。

　 考察 に あ た っ て 、 ま ず ソ フ トウ ェ ア 産

業 の 分 業 構 造 を概 観 し、続 い て 、90 年 代

の 当該産業全 体 の 売 上高規模 、 事業所 数 、

従 業 員 数 の 推 移 を通 じて 、 当該 産 業 に お

け る 大 手 ゾ フ トウ ェ ア 企 業の 相 対 的 な 地

位 が 向 上 して い る 点 に つ い て 明 らか に す

る 。 そ の 上 で 考察対 象企 業の 外部 出身取

締役 の 機 能 に つ い て検 討 して い く 。

II　 日本 の ソ フ トウ ェ ア 産業の 諸特徴

1　 日 本 の ソ フ トウ ェ ア 産業の 分 業構 造

　 モ デル

　 Baba は 日本の ハ ー ドウ ェ ア ・メ ー カ ー

や ユ
ー ザ ー

企 業 は 膨 大 な 内 部 市場 を 有 し

て い る と指摘す る 。 Baba ら は 90 年の 公

表資料 か ら受 注 開 発 型 ソ フ トウ ェ ア 企 業

の 内部 市場 は 62
，
930 億 円 と推 計 して お

り 、 外 部市場 と合わせ る と 、 日本の 受注

開発型 ソ フ トウ ェ ア 市場 は 97
，
510 億 円で

あ る と概 算 す る
〔1
％ こ れ は 通 産 省 の 公 表

統 計の 2．8 倍で あ り 、 同時期 の 米 国情 報

サ
ー

ビ ス 産 業全 体 の 市場規 模 54
，
610 百万
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ドル を 上 回 る 大 き さで あ る 。
こ の 試算は

メ イ ン フ レ
ー

ム 、 汎 用機 が 主 たる ハ
ー

ド

ウ ェ ア機器の 時代 で あ っ た 90 年の ソ フ ト

ウ ェ ア 産業 の 数 値 を原 資料 と して お り 、

そ の ま ま 現 在 の ソ フ トウ ェ ア 産 業 に 当て

はめ る こ とは 難 しい 。 しか しな が ら 、 2000

年現 在 に お い て も 、
ユ ー ザ ー 企業 が 自前

で ソ フ トウ ェ ア を開 発 す る こ とは 少 な く

な く 、 依 然 、 日本の 内 部市場 は 大 きい と

思 わ れ る 。

　受 注 開 発 型 ソ フ トウ ェ ア の 開 発 生 産は

  要 求 分析 、   概 要（基 本 ）設 計 、   詳 細

設 計 、   プ ロ グ ラ ム 設 計 、   コ
ー

デ ィ ン

グ 、   テ ス ト 、 メ ン テ ナ ン ス と い っ た 各

工 程 か らな る 。 要 求 分析 は 顧 客 の 要 求 を

調 査 、 分 析 し 、 提 案 、
コ ン サ ル テ ー シ ョ

ン を行 い
、 開発 計画書 を作成 す る段 階で

あ る 。 概 要設 計は 顧 客 の 要 求 を 受 け て
一

問
一

答 形 式 で 、 問 題 を ど う改 善 し て い く

の か の 大 枠 を 決 め 、 機 能 、 性能 、運 用 要

件 な ど をは じ め 、 シ ス テ ム 全 体 の 要 求 を

定義 し 、
ハ ー ド ウ ェ ア へ の 要求 、 ソ フ ト

ウ ェ ア の 要 求 を 明確 に し、 要求仕様 書 を

作成 す る段 階 で あ る 。 詳細設 計は 顧 客の

要求 に 応 じ た 画面 レ イ ア ウ トや処 理 内 容

の 詳 細 、 現 場 で の 運 用 管理 の 方法な ど の

細か い 点 を決 め 、 そ れ を反 映 す る シ ス テ

ム の 必 要 な 機 能 を定 義 し 、 そ の 機 能 を 実

現 す る た め の シ ス テ ム 構 成 な どを 明確 に

す る （外部 設 計 ）、 ま た シ ス テ ム 構 成 t必

要 と な るす べ て の 機 能 を プ ロ グ ラ ム に 分

割 し 、
プ ロ グ ラ ム 間の 処 理 の 流 れ を明確

に す る （内部 設 計 ）
CH ｝

。 ま た プ ロ グ ラ ム 設

計は 詳細 設計 を具体 的 な プ ロ グ ラ ム に 落

と し込 ん で い く段 階 で あ り、 シ ス テ ム 構

造 、 シ ス テ ム を構成 す る各モ ジ ュ
ー

ル な

どの 設 計 を行 う段 階で あ る 。
コ ー デ ィ ン

グ は 設 計書 ど お りに プ ロ グ ラ ミ ン グ を行

う 。 そ して テ ス ト、 メ ン テ ナ ン ス は そ の

ソ フ トウ ェ ア な い しシ ス テ ム が機 能 す る

か を検査 す る 工 程 で あ る 。

　 こ れ ら
一一

連 の 開 発 生産 過 程 は 、 通 常 、

単独 で は な く 、 資 本関 係 あ るい は 継続 的

な取 引関係 の あ る 複数 の 企 業間で 階層的

な分 業 を しな が ら行 わ れ る 。 こ の 過 程 で

は 要求分析 か ら プ ロ グ ラ ム 設計 まで の 上

流 工 程 は 付 加 価 値 が 高 く、 コ
ー デ ィ ン グ

や テ ス ト、 メ ン テ ナ ン ス と い っ た 下 流 工

程 の 付 加 価 値 は 低 い 。 ま た ソ フ トウ ェ ア

の 難 易度 、規模 な ど に よ っ て 、異な るが 、

通 常 、 ヒ流 工 程 は シ ス テ ム イ ン テ グ レ ー

シ ョ ン 能 力 を 有す る 大 手 ソ フ トウ ェ ア 企

業が 担 当 し
（i1）

、 下流 工 程 は そ の 子会 社、

関連 会社、 下 請 企業が 開 発受 託企 業 （元 請

け 企 業）か ら 生産委託を 受 け る 形で 担 当す

る 。 プ ロ グ ラ ミ ン グ 工 程 な ど は 海外の 企

業に 委 託 され る こ とも増 加 して い る 。 た

だ し 、 最 先端 の 研 究 開発 、 シ ス テ ム ・ソ フ

トウ ェ ア の 開 発 生産の 場 合 、 最 上 流の 工

程は 通 信 、
コ ン ピ ュ

ー タ ・ハ ー ドウ ェ ア メ

ー カ ー や そ の 研究所 、 お よび メ ー カー 系

大 手 ソ フ トウ ェ ア 企 業 が 担 当す る こ と が

多 い
日

 

　次 頁 の 図 表 1 は ソ フ トウ ェ ア 産業の 社

会的分 業構造 を 示 した モ デ ル で あ る 。 ソ

フ トウ ェ ア の 種 類 や 規模 の 違 い に よ りそ

れ ぞ れ の 企 業 が 担 当 す る 業務 範 囲 は 異 な

る も の の 、 概 ね こ の よ う な 分 業構 造 を有

す る 。 図 表 1 で は 実線 の 囲 み で 、 中に あ

る企 業の 主 たる業務範 囲 を示 して い る 。

点 線 の 囲み の 部 分 は
・部行 っ て い る もの

の 、 多 くを 外注委託 して い る 業務 を示 し

て い る 。 点線 の な い 部 分 は ほ ぼ 全 量外注

委託 な い しは 行 っ て い な い 業 務 を 示 して
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図表 1　 ソ フ トウ ェ ア 開発 生産工 程 モ デ JL

主な
・聞死委託先　　　主な ・開艶受託先　　　　 9 　J　一 ログラム 　 　 　 　 　コー一テ ’ ング 　 　 テストノメンテナ ン ス

園
凹

冂

鬨
凵

ハードウ乙ア メ
ー

カ
ー

メ
ー

カ
ー

系研死序

　

棄

メ

　

企

7，
　一
工　
ザ

ウ

か一
ド

　

ユ

一
　
般

ハ
　一

パーFウエア メ
ー

　 カ
ー

メ
ー

カ
ー

系企 禦

　 　 　 　 　 メ
ー

カ
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一
　　　藹負型 巌遺 型下 請 企藁

ハ曽F勹＝ア メ
ー

　 カー
メーカー系 企運

穩遺型下岡企藁

メ
ー

方
r

系 企藁

ユ ーザ ーf… 企 璽

M 立系 企 藁

メーカ
ー県 ユ ーザー系 獵立系企葉

派 己型 下鵺 企 藁

出所 ）ヒ ア リ ン グ よ り安田作成

い る 。

2　90 年代 に おけ る 日本の 大 手ソ フ ト

　 ウ ェ ア 企 業 の 相 対 的 地位

　 通産 省の 統 計に よ る と、 90 年代 を通 じ

て 、 全 事業所 数の 2 ％前 後 に す ぎな い 従

業員数 500 人 以 上な い し年間売 上高 100

億 円 以 上の 事業所
t1“

で ソ フ ト ウ ェ ア 産 業

の 総 売上 高の 40 〜 45 ％ を担 っ て い る 。

・
方 、 過 半数 （98 年は 3，067 所 ）を 占め る

30 人 未 満 の 事業 所 は 総 売 上 高 の 8 ％ 前

後 、約 80 ％を 占め る 年 間売上 高 10 億 円

未満の 事業所 （98 年は 4
，
646 所 ）で 総 売上

高の 17 ％ を担 うに 過 ぎな い 。 こ の よ うに

90 年代 を 通 じて 、 従業員数 500 人 以 上お

よ び 売 ヒ高 100 億 円 以 辷の 事 業所 、 い わ

ゆ る大 手 ソ フ トウ ェ ア 企 業 の 存 在 感 は 大

きい 。

　 図表 2 の 年 間売 上 高規模 別総 売 ヒ高 を

み る と、 こ の こ とが よ りは っ き り と理 解

で き る。 年 間売 上 高 100 億 円 以 上の 企 業

の 総 売上 高に 占め る割 合 は 、 91−94 年 時

の 平均 36．2％ で ある の に 対 し 、 95−98 年時

の 平 均 04．9％ に 高 ま っ て い る こ と がみ て

とれ る
σ 5）

。 ま た従 業 員数 規模 別 の
一一
汰 当

り売 ヒ高をみ て も 同様の 状 態が 生 じて お

り 、

一一
人 当 り売一t 高は

一
貫 して 500 人 以

上 の 事業 所 の 方 が 他 の 従 業 員数 規 模 の 事

業所 よ り平均 して 高い 。 こ の 格 差 は 91−94

年時 に 平均 36 ％ で あ っ た が 、 95−98 年 時

に 500 人 未満の 事業所 の 成 長率が 4 ％前

後 で あ っ た の に 対 し 、 500 人 以 ヒの 事業

所の 成長率 が 9．5 ％で あ っ た こ と に 伴い
、

平均 55 ％ ま で 拡大 して い る 。 こ の よ う に

95 年 以 降 、 人 手ソ フ トウ ェ ア 企 業 の 存在

感が よ り増 大 して い る。

　 他 方 、 図表 3 の 職 種 別 就業 者 構 成 比率

推 移 をみ る と 、 90 年代 を通 じて 、 従業員

数 規模 500 人以 t の 事 業所 で は 主に 設 計

工 程 を担 当す る シ ス テ ム エ ン ジ ニ ア （以 下

SE ）の 比率が 40．9 ％か ら 479 ％に 増加 す

る
・
方 、

コ ー デ ィ ン グ を 行 う プ ロ グ ラ マ

（以 FPG ）の 比 率 が 23．6 ％か ら 13，0 ％

に 減 少 して い る 。 同様 に 、 500 人 未満 の

事業 所 に お い て も SE の 比 率 が 28．0 ％か

ら 34．3 ％ に増 加 す る
’
方 、 PG の 比 率 が

26．7％か ら 20，0％ に 減 少 して い る 。 しか し、

90 年代 を通 じて 両者 の 格 差 は SE で 13 ％

前後 、 PG で 7 ％前 後 、 存 在 し 、 拡 大 して

い る 。

　 こ の よ うに 、 90 年代、と りわ け後 半に 、

総売 上 高に 占め る 大 手ソ フ トウ ェ ア 企 業
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図表 2　 年間売 上高規模別総売上高構成比 と
一

人当た り売 h高推移
u6 ｝

出所 ）通商産業官房調査統 計部 『特定 サ ー
ビ ス 産業実態調査報告書』、各年よ り作成

図 表 3 職 種 別 就 業 者 構成 比 率推移　（但 し ソ フ トウエ ア 産 業 全 体）

〔墜累 員500人以上（上〕，
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年
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出所 ）通商産業官房調査統計部 『特定 サービ ス 産業実態調査報告書』、各年 よ り作成
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の ウ エ イ トが 高 ま っ た理 由は 、 様 々な新

市場 が 誕 生 す る 中、 上 流工 程 の 需 要 が 増

大 し 、 そ れ に 対応す る過 程 で 、 PG 要員 を

減 ら し、
一

方 で 開 発 設 計 要 員 で あ る SE

を増 員 し 、 よ り付 加 価 値 の 高 い 工 程 に 特

化 して い っ た た め と説 明 で き る 。 そ の 成

果 が 大 手 ソ フ トウ ェ ア 企業 の 総売 L高 に

占め る 割合 や
．t
人 当 り売土高の 伸 び な ど

を高め た とい え る 。

　 他 方 、 冒頭 で も述 べ た が 、 ソ フ トウ ェ

ア 企 業 の 最 大 の 関 心 は 受 注獲 得 で あ る 。

ソ フ トウ ェ ア 産業の 産 出 物で あ る ソ フ ト

ウ ェ ア や 情 報 シ ス テ ム の 付 加価 値 は 人 間

の 知 的能力 に 依存す る 部分 が 多い 。 ま た 、

情 報 シ ス テ ム の 構 築 に お い て も 、 設 備 な

ど の 費 用 を 要 す る も の の 、　
一
般 に 売 上原

価 に 占め る 人 件 費の 割合 が 非 常 に 高 い
。

そ の た め 売 上高の 低 ドは 収 益性 を 著 し く

悪 化 さ せ る 。 ゆ え に 、 安 定 的 な受 注 の 確

保 は 最 も 重 要 な 経 営 課 題 と い え る 。 通 産

省の 『平成 10 年 　特定 サ ー ビ ス 産 業実態

調 査 報 告 書 』 に よ る と 、 経 営 上 の 当面 の

間 題 、 お よ び 今後の 経営 方 針 に お け る 課

題 の
一
位 に 受 注 量 の 量 的確保 を挙 げ る 企

業が 非 常 に 多 い
〔17）

。 また JISA の 調査 に よ

る と、 98 年現 在で 主要顧客 へ の 売上依 存

度 は 72．6 ％ に 及ぶ 。 2005 年 ご ろに お い て

も屯 要 顧客 へ の 依 存度 は 65 ％程 度 とみ ら

れ て お り、 主 要 顧 客 との 関係 を維 持 な い

しは 強 化 す る こ とは 、 ソ フ ト ウ ェ ア 企 業

の 重 要な 経営 課題 の つ と い え る
t ］tt｝

。 そ

の 方 法 の
…

つ と して 、 ソ フ トウ ェ ア 企 業

で は 主要 顧 客 企 業 の 人材 を 自社 の 取 締 役

へ 迎 え 人 れ る傾 向 が あ る 。 以 ドで こ の 点

に つ い て 考察 して い く。

m 　大手 ソ フ トウ ェ ア 企 業の

　　外部 出身取締役の 諸類型

　99 年現在 、 通 産省の 『情報サー ビ ス 企

業 台帳
’99』 に よ る と、 従 業 員数 500 人 以

上の 情 報サ ー ビス 企業は 139 社で あ る 。

た だ し 、 こ れ らの 多 くは メ ー カ ー
系 お よ

び ユ ー ザー 系 ソ フ トウ ェ ア 企 業の 100 ％

出資 子 会社で 非 L場 企業で あ り 、 t場な

い し店頭登 録 して い る 企 業は 32 社で 全 体

の 23 ％に す ぎ な い 。 こ の う ち 全 事業 に 占

め る ソ フ トウ ェ ア 開発 生 産 な い しは 情 報

シ ス テ ム 開 発 の 割合が 50 ％以 tで あ り 、

通 産 省 の SI 登録 認 定 を受 け、 上場 して い

る 企 業は 16 社 ：独立 系 8 社 、 メー カ ー
系

3 社 、
ユ

ー
ザ

ー
系 5 社 で あ り 、 こ れ らを

考察対 象 と し た （図 表 4）。 本 稿 の 考察 対

象で あ る ソ フ ト ウ ェ ア 企 業の 設 、担寺期は

50 年代 1 社、60 年代 8 社 、
70 年 代 5 社、80

年 代 2 社で あ る 。 な お 、分 類 は 資本 関係

お よび 取 締 役 の 実 態 を考 慮 して 分 類 した 。

16 社の 売 上高を 見る と 、 と りわ け NTT

デ ー
タ が 大 き く 、 業 界第 2 位 の 日 吃 SE

の お よ そ 6 倍 に 達 し 、 考察対象企 業全売

上高の 約 47 ％ に 相 当す る 。

図 表 4　 考 察 対 象 企 業

　 90 年代 を通 じて 、 類 型 別 に み る と 、 過

去 10 年 間 で 発行 株 式数 に 占め る特 定 株 主

保 有の 株式 の 割 合は メ ー
カ

ー
系 、

ユ
ー

ザ
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図表 5　 類 型 別特 定 株 主 比 率推移

企 業 名
設 立

年

1990年 1996年 2000年
類型

樋 疋 楓 主 平 均 栢 定椽 韭 平 均 特疋樵 主 平 均

CSK 196838 ．0％ 36．0％ 36．6％

富士 ソフ トABC1970n ．己． 604 ％ 38．8％
トラ ン ス ・コ ス モ ス 1985n ．a． 57．0％ 50．7％

シ
ー

イ
ーシ ー 196861 ．0％ 56，0％ 4L7 ％

独

立

系

日本 SD 196962 ．0％ 50．8％ 579 ％ 53．4 ％ 39．5％ 43．5％
日 本CS 196261 ．0％ 64 フ％ 46．6％
デ
ー
タ通信システム 197Zn ．a． n．a． 62．3％

エ ムケ
ー

シ
ー・スタソド 1970n ，a， 52．呂％ 35．2％

イン テ ッ ク 196432 ．D％ 423 ％ 40．0％
NτT デー

タ 1988 皿．a， 715 ％ 58．9％
日 立SE 197067 ，0％ 7LO ％ 69．o％ 71．3％ 63．9％ 6L8 ％

内

部
子

会

社

日立 情報 システムス
’

195975 ，0％ 67．0％ 73．3％ 6＆0％ 6Z．7％ 59．8％

メ

ー

カ

ー

系

ユ

ー

ザ

ー

系

住商情報システ厶 196965 ．0％ 65．6％ 59．2％
DCS 19706LO ％

50」％
605 ％

46．7％
544 ％

42，0％
東洋情報システム L97133 ．0％

375 ％
32．3％

30．4％
35．0％

272 ％

働

禊

企

醍 ア イネス 196442 ．0％ 285 ％ L9．4％

出 所 ：日 本 経 済 新 聞 社 『会社情報』、各 年 よ り作 成

一
系 企 業の 方 が 独 立 系 企業 よ り も 高い 。

全体 的 に 90 年代 後 半 に 株 式 の 分 散化 が 進

展 して い る 。

　 発 行 株 式 数 に 占め る特 定 株 主 保 有 の 株

式 の 割 合 を類 型 別 に 示 す 図表 5 をみ る と、

独 立系企 業 は 92 年 に 平均 555 ％ で あ っ

た が 、 2000 年 に は 平均 43．9％ に 低 下 して

お り、 平均 で 12％程 度低 下 し 、 60 ％弱 の

株 式 が 分 散 す る に 至 っ て い る 。 しか し な

が ら 、 各企 業 と も 上位株 主の 持株 比 率は

低 F して い る もの の 、 そ の 川頁位 に 大 き な

変 動 は な く、 買収 され た 企 業を 除 き 、 独

立系 企 業は オ
ー ナ ー な い しオ

ー ナ ー 関係

企 業が t位を 占め る 。

　 メ ー カ ー 系、 ユ ー ザ ー 系企 業の 株 式 分

散 の 傾 向は 親 会社 お よ び グル ー プ 企 業の

株式 所 有の 度 合い に よ っ て 異 な る 。 親 会

社 お よび グ ル
ー プ 企業 が 50％超 の 株 式 を

所 有 す る 「内部 チ会社 」 群 は 90 年 代 を通

じ て 特 定 株 主 の 比 率 を 平均 7％ ほ ど 比 率

を ドげ た が、依 然 と して 、60 ％超 を維持

して い る 。 親会社 お よ び 関連 グ ル ー プ全

体 で 20 ％ 〜 50 ％の 株 式 を所 有す る 「関

連 企 業」群は 最 も株式分 散が 進ん で い る 。

しか しな が ら 、 は っ き りと した傾 向 が あ

る わ け で は な い 。 例 え ば 、 東洋 情報 シ ス

テ ム は 特 定 株 主の 度 合 い が 増 加 して い る 。

一
方で 、 ア イ ネ ス は 過 去 10 年 間で 分散 度

が 20 ％ 以 上 進 ん だ 。 こ の よ うに 企 業 に よ

っ て 差 が 大 き く、
．一・UZに 傾 向 を 見 出 す こ

とは で きな い 。

　
一

般 に 日本の 取締 役会は 常勤 の 幹 部社

員 に よ る イ ン サ イ ダ ー の 集合 場所 で あ る

との 認識 が ・般的 で あ り
［1” ）

、 上 場企 業の

役 員総 数 に 占め る社外 出身 役 員の 比 率は

iF一均 25 ％ 前後で あ る
c2“）

。 考察対 象企 業を

み る と 、 企業 に よ っ て ば ら つ きが あ る も

の の 、 こ の 比 率 が 高 い 。 図 表 6 は ソ フ ト

ウ ェ ア 企 業の 常 勤 取 締 役 を内 部 昇進 者 ：

  勤続 lo 年 以 1．の 勤 務 実績 を経 て 取締 役

に 昇進 し た 者 、   創 業時に 取 締役 に 昇進

し た 者
Pl ｝

、 とそ の 他 の 外 部 出 身 者 に 区分
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図表 6 考察対象企業の 取締役会人数 お よ び 部外出身取締役 の 出身企業
一一
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三 菱 腰 儒 ）．大 幅 証 券 （勳 ．
断 目襯 ．旧 駢 ロ服 行

‘7匸雪
協栄生 軸 肚 、常 L 購一生 動．Nττ．
三 蔓 錏 行償 N   ．om 証 券 ．
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協栄 生■ 雌 磁 ．梅 富 士通、
三搬跏 弛 ンヴρ 趾 恥 罵

一
生o儒 》

順 デ
ー

タ．朧 憂，コ ，レネ7ト．
住宅盒融公摩

2鼠 6鴨

＊ 資料 の 制約 か らデ ータ通信 シ ス テ ム は 93 年、富 七ソ フ トウ ェ ア ABC （当時富 士 ソ フ ト）、エ ム ケ ーシー・ス タ ヅ ド

　（当時 エ ム ケーシー
）、トラ ン ス

・
コ ス モ ス は 94 年、DCS は 95 年の 役員数を掲載 し た。

＊ 内部出身者の 判断基準 と して 、  勤続 10 年以 上 の 勤務 実 績 を 経 て 取 締 役 に 昇 進 し た 者、  創業時 に 取 締 役 に 昇 進

　 した 者、の 2 つ を採 用 した 。

出所 凍 洋経済新報社 『役 H 四 季報 』 東洋経済新報社、各年よ り作成

し 、 整 理 した もの で あ る 。 独 立系企 業 を

み る と、取 締 役 会 に 占 め る 内部 昇・進 者の

割 合 が、 90 年代 を通 じて 平 均 7〔〕％ か ら約

5  ％ 前後 に 減 少 し て い る 。 す な わ ち 、 90

年代 を 通 じて 外部 出身取 締役 の 割 合 が 増

大 した 。

　　メ ー
カ

ー
系 、 ユ

ー
ザ

ー
系 企 業に つ い て

は 、 資料 の 制約 ．k 、

「内部 子会 社 」 群 の 92

年 、 96 年 の 内部 昇進 者 と外 部 出 身 者の 両

者 を 正確 に 区分 で きな か っ た が 、 2000 年

を基 準 に 考 え る と 、 こ れ らの 企 業 で 取 締

役 会 に 占め る 内部昇進者 の 割 合は 平均 3〔｝

％程 度 で 、親 会社 か らの 派 遣 取 締 役 が お

よ そ 70 ％ を 超 え る 。

．．一
方で 、

「関連 企 業」

群 に は ば らつ きが あ る 。

　　外 部 出身の 取 締 役 は 出身 に よ っ て 、  

「ハ ー ドウ ェ ア ・メ ー カ ー
出 身」、   「大

手企 業 、政 府 お よ び 地 方公 共 団 体 出身 」、

  「銀行 、 と りわ け メ イ ン バ ン ク 出身 」、

  「親 会社 出身 」、 の 4 つ に 分 類 で き る 。

一 82　一

N 工工
一Eleotronio 　Library 　



JAPAN FINANCIAL MANAGEMENT ASSOCIATION

NII-Electronic Library Service

JAPAN 　 F 工NANC 工AL 　M 且 NAGEMENT 　 ASSOC 工AT 工 ON

外 部 取 締役 の 出 身 に よ っ て 果 た す 役 割 は

厳 密に 区 分 す る こ と は で き な い が 、 東洋

経 済 新 報 社 の 『役 員 四 季 報 』 の 職 責 か ら

み る と、 以 ドの よ うな 違 い が 見 うけ られ

る。

　 ハ
ー

ドウ ェ ア ・メ ー カ ー
出身 の 取 締 役

は 技 術 開 発 や 各 種 情 報 シ ス テ ム の 開 発 を

統 括 す る 責任 者 に な る こ とが 多 く、 考察

対 象 企 業の ほ と ん ど が 日 立 、 NEC 、 富 士

通 、 東 芝 、 日本 IBM 、
　 NTr と い っ た ハ

ー

ドウ ェ ア ・メ ー カ ー の い ず れ か か ら 人 材

を何 人か 受け 入 れ て い る 。

　 大 手 企 業 、 政 府 お よび 地 方 公共 団 体出

身 の 取 締 役 は 主に 営 業 関 係 を 担 当す る 責

任 者に な る こ と が 多い 。 具 体的 に 郵 政 省

や 厚 生 省 、 国 土庁 、住 宅 金 融 公 庫 な ど さ

ま ざ ま な 公 共団体 、お よび 鹿 島、新 日鉄 、

松 坂 屋 、 リ ク ル
ー トな ど の 大 手企 業出 身

者 が 多い 。 こ れ ら取 締役 の 出 身企 業 と考

察対 象企 業 と の 取 引の 有無 に つ い て 時系

列 的 に 調 べ て み る と、 そ の 多 くが 重要顧

客で あ っ た 。 こ の こ とか ら彼 ら が 出 身 企

業 か らの 受 注 獲 得 お よ び 継 続 取 引 を 安 定

的 に 確 保 す る た め に あ る
一
定の 役 割 を 果

た して い る と思 われ る 。

　 銀行 出身の 取締 役は 、 銀 行が ソ フ トウ

ェ ア 企 業に と っ て 、   ユ ー ザ ー 企業 で あ

る 、   親会 社 で あ る 、   メ イ ン バ ン ク で

あ る、 と い っ た 側 面 を つ な い しは そ れ

以 ヒ併 せ 持 つ 可能 性 が あ り、 そ の 役 割 は

広 い 。

一一般 に ユ ー ザ ー 企 業 と して の 銀行

出身 者は 金 融 シ ス テ ム を統 括 す る 立場や

経 営 企 画 に 関 す る 責任 者 に な る こ とが 多

い 。 親 会社 と して の 銀行 出 身者は 、 後述

す る 親 会 社 出 身 の 取 締 役 と同様 の 役 割 を

有 す る と 考 え られ る 。 と りわ け メ イ ン バ

ン ク 出 身の 取締役 は 業績の 好 調 な 企 業 に

は 見 られ な い が 、 バ ブ ル 崩壊 後 の 不 景 気

を 通 じて 、 業 績 を著 し く悪 化 させ た 企 業

の 常 務 以 上 の 役 付 き取 締 役 に 就 任 し、 経

営再 建 を進 め る 場合 が 少 な くな い 。 具 体

的 に 、 92 〜 95 年 ご ろ に 業績 の 悪 化 した 4

社 の うち 、 3 社の 社長 が 交代 した が 、
こ

の う ち 2 社が メ イ ン バ ン ク か ら大 幅な 融

資増 を引 き 出 す代 わ りに メ イ ン バ ン クか

ら取 締 役 を受 け 入 れ て い る 。 イ ン テ ヅ ク

で は 業績 が 悪 化 した 93 年 に 創 業 社 長 に 代

わ っ て 内部昇 進者 が 社 長 に 就任 した が 、

こ の 前 後 で メ イ ン バ ン クの 東 京 三 菱銀 行

（当時 二 菱銀 行 ）か らの 融資額 が 急増 し 、

同 じ時 期 に 同銀 行 出 身 者が 92 年 に 常務

（後 に 専務 に 昇 格 ）、 95 年 に 常 務 に 就任 し

て い る 。
エ ム ケ ー シ ー ・ス タ ッ ドは 業績

が 著 し く悪化 した 95 年 に メ イ ン バ ン クで

あ る 八 十 一二銀 行 出 身 者 を社 外 取 締 役 専務

（後 に 常 勤 専 務 ）と して 迎 え 入 れ た 。 そ の

後 、
97 年 に店頭登 録企 業の ス タ ヅ ドと合

併 した際に も 、6 人の 役 付 き取締役 （うち 3

人 が ス タ ッ ド側 出身 者 、 1 人 が エ ム ケ ー

シ
ー

側 出 身 者）の
・
人 と して メ イ ンバ ン ク

の 八 十  銀行 か ら派 遣 され て い た 専務 は

残 っ て い る 。

　 親会社 出身の 取 締 役 は メ ー カ ー
系 、

ユ

ー
ザ

ー
系 の 全て の 企業 に お い て み られ る 。

と くに 「内部 ヂ会社」 群の 日 立 SE 、 日 立

情 報 シ ス テ ム ズ 、 住 商情 報 シ ス テ ム 、 DCS

で は 、 会長 ・社 長 が す べ て 親 会 社出身 で

あ る 。 親 会 社 か らの 派 遣 に は   親 会社 の

専 務 や 常務 とい っ た 役 付 き取締役 を 歴 任

した後 に 、 子会社 で あ る 当該 ソ フ トウ ェ

ア 企 業の 会長 、 社 長 、 副 社 長 、取 締 役 な

ど に 就 任 す る 、   親 会 社 の 取締 役 と同 世

代 の メ ン バ ー が 子会 社 の 取 締 役 に 就任 す

る 、 とい う 2 つ の パ タ ー
ン が み ら れ る 。
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図 表 7 部外出身取締 役 の 出身企業との 取 引 関 係 の 変遷

（COde）離 名 主 要 取 引 先 （c。d・y社 各 主 要 取 引 先

199D 日本【BM 、松王、　 NKK 、　 NEC lggo 三 菱苴撞、富 士通、日本凪 M

L996NIT
、松ユニ、靼 、ソフトバ ン ク、マイク

ロソフト
L996

三廻 、エクシング 、日本 生 命、富士 通 、
NEC

（朔 乃
CSK

 

武富 士7、  、旦杢 里蛭4丶日本 生龠

3、住友 僭託2、三和韻 行、ソフトバ 汐、マfク
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独

立

系

　（9738 ）
イ ン テ ッ ク

虱）oo
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トロニ奴、NEC
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ー、冨士 ゼ 匝ヅクス lggon ，a，

　（9749）
富士ソ フ ト

　 ABC1996

塵土 通17、富士ゼ ロック天11、唖 ⊆9、日本

電気 通信 シス テ ム 4

NTT

系
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皿

デ ータ
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丸井、NEC 、東 芝．　 Nr τデ ータ通 僭

2000
富士セ

“
ロックス8、　璽 8、　幽 7・　胚
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桑、ハ
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【990
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旦 立、ファコム哨 イタック、日産火災、輿鍛、中
央 信託

（9715 ）
トラ ンス ・
コ ス モ ス

19％ アッ7
°
紅ンピ r 久　キ ャ ノ ン 販売、TQTO

日

立

系

（9694 ）

日立SE1996
旦立、官公庁、金 融 ・保険、証券

2000
キ ャ ノ ン 販売4、エ プ ソ ン 販 売3、関 電 情

轣 シ ス テム 2、積水ハ ウ ス 2、ソ ニ ー 2000
且立．官公 庁、日 立 ク レ ジ ッ ト、ビ ーエ

フ、金融 ・保険
・
証券

1990
齟 直、ファコム・M タック、大 隈鉄工 所、上三

夊．東 洋信託
且990

旦立、大阪 市、水 資源開 発 公 団 、日 立 ク

レ ジ ヅ ト、ビ ー
エ フ

（9692 ）

シ
ーイーシー

1996
塞土 通箪 、民亊法務協会8、上波 7、
NTT3

日

立

系

（9741 ）

日立 惰輾

システムズ

L9％
且立、官公 庁、日 立 クレ ジ ッ ト、ビ ーエ

フ

2000
篁土 通 【5、民 亊法務 協会＆ 上 旦 夊6、日

本 IBM4、　Nrr3 、官公庁
2 

且立 、官公庁、日立 クレ ジ ッ ト、ビ ー
エ

フ

1990 日立 、三 狸銀 丘 、ファコム・M タック、第
一

生命 且990
住左 直皇 3q 住友 信託 8、山

一
コンピ ュ

ータセン

％、住 友金属 工 業4

　 　 　 、　 　　 　　 　 　 ＝ 　 　　 　 　
一
　 　　 　 ＿ト独

立

系

（9759 ）

日本SD1996
一

住

商

系

（9719）
住商 情報

　 シス私

1996
住友」亘皇、住友慴 託、東 京ガ ス 、東 京電

力 、  、

　 　 　 」　　　 　　　　 　 ＝ 　　 　　　　
一
　　 　　　＿」

2000 一・し　　　 コ
、
　　 ユ

ー 2000

住左面皇、MT 、住友 信託、東京ガ ス 、
東 京電力、関 酉電力、武 田藁 品、サ ン ト

リ ー、第
一

生 命、日 本航 空 他

【990
璽 ⊆39、NEC リース へ　住 友 ゴ ムコンビ ュ

ー
タ

サ
ーピ ス3、日本 出版3

正994 三菱鍠丘、⊇⊆批

（9709）
日本 CS

よ996NEC20 、　CCC7 ．KNECS6 、　NEC リ
ー

スー

東

京

三

菱

系

〔9餌 5）
DCS

【996
三 菱鼠 丘” 、⊇⊆カニ 上 捻 ダ｛ヤリ

ー
スB 、

ジ ャ ッ ク ス

唖 ⊆25、KNECS5 、住 友 ゴムコ ンビュータサーピス

墓皇三 菱銀 丘％ 、P⊆左二 上21、ダ イヤ1鳳
20004 ．住銀 り一ス3、野 村総 研 、棄 洋 エ ンゾニアリン

グ．日本 ユ ニ シス、MT 、　NTT データ、ソニ ー
 

且3、ジ ャ ッ ク ス 、富 士 通 、三 菱電機

L990Nrr
、三 井信託、富 土銀行、三和鐶行、

丸井、NEC
L9901C

臥 三租銀 行1、オ リ ッ ク ス、日本

KBM 、喜士 通、日立、　 NEC

（9682）
デ
ー
タ通 信

　淞 テム

正996
皿 ．三 盥 、窟 土 鍛行、三 和鏤 行 、
丸井、NEC 、東 芝、　 MT デ

ータ通 信、日本

ユ ニ シ ス

三

和

系

（975 ！）

東洋 情細

　 システム

1996JCBI3、三猫 ヱ12、日 本タ ン デム

 
MTU 、　 NECU 、三躡 、塞土銀丘、 
丸井 、東 芝、日 本 ユ ニ シ ス 、リ クル ート

2000JCBI5
、三 瞳 13、オ リ ッ クス 6、ア プ

ラ ス、日 本 電 信電 話 ．東 京電 力 、大阪

府、愛知県．日立、コンバ ック・コンピ ュ
ー
タ

1990
富 士通 、日立、三 菱、日本 DEC 、三 菱、
日本 電気

kggo
富 士通 殴 、　皿 テ

“一タ通 信5、　曲 へ

電 気通 信共済会
（9750）

エムケ
ー
シ
ー

ス9ツド

L996Nrr
関連、ダイ エ ー関連、大 和壮健、官

士通

協
栄

生

命

系

〔9742 ）
ア イ ネ ス

L996F
皿 テ

’一夕9、　寓 ：ヒ通 7、　｛主盥 7、
飃 生童 6

 
NrT 関連、大 塚 商会、川 商 エレク団 二以、ソフ

トパ ンク、日 興 シ ス テ ム セ ン タ
ー、全 労 済

 
富 士通、曲 、住主金 融公厘、m

デ ー
タ、シ

ー
ア イ シ

ーシ ス テ ム ズ

＊ ト線の あ る 企業は 外部出身取 締 役 の 出身．企業。／企 業名 の 脇 の 数 字は そ の 企 業の 売 ．L高 が 層売 上 高 に 占め る 割 合 。

出所 ）日本 経済新 聞社編 『会社情報 』、東洋絳済新報社編 『企業系 列 総覧』、通 産省編 『情報 サ ービ ス 企業台帳 』 よ り

　　 作成

具体 的 に 、 96 年 に DCS の 社 長 に 就任 し

た F 氏 は r 菱 銀行 の 常 務 で あ っ た 。 また

94 年 に住 商情報 シ ス テ ム の 社長 に 就任 し

た K 氏 は 住友 商事の 専務 、 98 年 に 副 社 長

に 就任 した M 氏 は 同 じ く住 友
．
商

．
事の 常務

だ っ た 。

一一
方で 日立 SE と 日 ．立情 報 シ ス
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テ ム ズ は 親 会 社で 取締 役 経験 の な い メ ン

バ ー が 社 長 、 専務 、 常 務 、 取 締 役 に 就任

し て い る 。 こ れ ら の 企 業 に は 必 ず
一…

人は

親 会 社 との 兼任取締役が い る 。

　外 部 出身取締役 と出身 企 業 との 取 引 の

有 無 に つ い て ま と め た の が 前頁の 図 表 7

で あ る 。 こ の 図表 か ら、 考察対 象企 業の

い ず れ も外部 出身取締役 の 出身企 業な い

し 公 共機 関 と の 取 引 を継 続 して い る割 合

が 高 く 、 取 引 系列 が 生 じて い る こ と が 理

解で き る 。

N 　 おわ りに
一

外部出身取締役の 機能

　 以 ．L、 外 部 出身取 締 役 の 諸類 型 、 お よ

び そ の 出 身 企 業 との 取 引 の 継 続 性 に つ い

て 整理 した 。 ソ フ トウ ェ ア 開 発 生産 や情

報 シ ス テ ム構 築 は 、 製品 の 性 格 上 、 受 注

して か ら納 期 に 至 る ま で の 期 間 が 長 く、

また相 手企 業 の ユ ー ザ ビ リテ ィ を高め る

た め に 相 手企 業の 競 争 優 位 に 関 わ る内 部

事情 お よび 機 密情報 を公開 して も ら い 、

深 く関 与す る 必 要 が あ る 。 そ の た め 相 互

の 信 頼関係が 非 常に 重視 さ れ る こ とか ら、

前述 の JISA の 調査 に あ る通 り、 主 要顧 客

へ の 売上 依 存 度が 高 くな る 。 そ れ ゆ え 大

手ソ フ トウ ェ ア 企 業 は最 重 要 課 題 で あ る

「受注 量 の 確 保」 とい う問 題 を克服 す る
・
手段 と して 、

『ユ ーザ ー企 業お よび 親 会

社 か ら の 取締 役 の 受 け 入 れ 』 を行 っ て い

る と い え よ う 。 と りわ け 独 立 系 企 業は 受

注 の 獲 得 は メ ー カー 系 、 ユ
ー

ザ
ー

系 企 業

よ り も 努 力が 必 要 で あ り 、 外部 出身取締

役 を積 極 的に 登 用 す る 傾 向 に あ る とい え

る 。

　 ユ ーザ ー
系 、

メ ー カ ー
系 企 業は 事実 上 、

親 会 社 の 内部 組織 の
一
部 で あ り、 親 会社

か ら派遣 さ れ た役員 に よ り経 営執行 お よ

ぴ 計 画 策 定 が 遂 行 され る こ とで 統
一一一

的指

揮 が 図 られ て い る
（n ｝

。 そ の 意味 で 子 会社

の 経 営 の 相 対 的 自 立性 は非 常 に 低 い 。 　
一

方 、
こ の よ うな 強 力 な親 会社 、

グ ル
ー プ

企 業 との 結合 は 受注 獲得 競争 を緩 和 す る 。

実 際に 、 市場 の 拡 大期 に あ っ た 87−91 年

お よび 96−2000 年 の 時期 の 収 益性 は 独 立

系企 業 に 及 ば な い もの の 、 業 界全体 の 景

況 が 最 も悪化 した 93−95 年 の 時期 に独 立

系 企 業 が 著 し く業績 を 落 と し 、 収 益 性 を

悪化 させ る 中 、 と りわ け 「内部 子 会社 」群

の 業績 、 収益 性 は 低 F し た もの の
、 安定

的 に 推 移 し、収 益 性 は 逆 転 した （図 表 8）。

図表 8　 平均売 上 高経常利 益 率

δ7・92年 93・95年 96−2000

独立 系 企 業 8．08％ 1．93 ％ 6．＆7％
「内部子会社」群 4．93％ 3．23 ％ 4．78％

出所 〉：日本経済新聞社 『会 社情報 』 よ り作成

　 そ れ ゆ え 大 手 ソ フ ト ウ ェ ア 企 業 、 と り

わ け 独 立系企業 は 外部 出 身取締 役 に 、  

専 門 能 力 、経 験 を活 か して そ の 職 務 に あ

た る こ と 、   当人 の 人 的 ネ ッ トワ
ー ク を

通 じて 受 注 の 獲得 、 継 続的 取 引 の 確保 に

貢献す るこ と 、 な ど を期待 し 、 積極 的に

登 用 して きた と 考え られ る 。

　 2000 年 現 在 、米 国 市場 で は 顧 客 ニ
ー ズ

の 多様化 が い っ そ う 進展 し 、
ユ ー ザ ー 企

業 は 1 社 で な く、 複 数 事業者 、 それ も各

分 野 で の 最 高 レ ベ ル の 事業者 を集 め た情

報 シ ス テ ム の 構 築 を志 向 す る傾 向 に あ り、

事業 者の 選 別 の 厳 しさ が 増 して い る とい

わ れ る 。 そ れ だ け に 業 界別 、 技術 別 の コ

ン サ ル テ
ー

シ ョ ン 能 力や 深 い 専 門能 力 を

獲 得 す る こ とが 最重要課題 に な りつ つ あ
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，
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際
先
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で

説
在
め

9
ユ

り
の

う

優
高
か

め

と
現
た

　
・
必
m

定
を

　
税
報
ラ

守
主
計
と
、

作
産
企
W

雛
濕

覊

る 。 日本 で も近 年、 日 立系 ソ フ トウ ェ ア

企 業の 親会社で あ る 日 立製作 所は ソ フ ト

ウ ェ ア 開 発 生 産 の 最 上流 Z 程 で あ る コ ン

サ ル テ ー シ ョ ン 能 力 の 向 上 の た め に 様 々

な取 組 み を行 っ て い る
に

  ま た住 友 商 事

も イ ン タ ー ネ ヅ ト事業 に 注 力 して い る 。

他 方 、 99 年 、 DCS と富 士 ソ フ ト ABC も

資 本提携 、 業務提携 を 行 っ て お り、 合従

連 合 の 動 きが 生 じ つ つ あ る 。 こ の よ うな

動 きが 米 国の よ う な ソ フ トウ ェ ア 企 業の

大 規 模 化 に つ な が る か ど うか は 判断 が 難

し い も の の 、 専 門 能 力 を高 め る こ とは 明

白で あ ろ う 。 今後 は 日米 ソ フ トウ ェ ア 企

業の 提供 す る製品 の 品 質 の 決め 手 とな る

専門 能 力 が どの よ うに 管理 され て い る の

か に つ い て 考察 を 深 め た い と考 え て い る 。
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